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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、

記載しておりません。 

３ 新株予約権、新株予約権付社債及び旧転換社債等を発行していないため、潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益は、記載しておりません。 

回次 第29期中 第30期中 第31期中 第29期 第30期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （百万円） 7,162 6,610 6,611 14,554 13,719 

経常利益 （百万円） 425 301 445 675 725 

中間（当期）純利益 （百万円） 264 38 262 417 256 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（百万円） － － － － － 

資本金 （百万円） 3,560 3,560 3,560 3,560 3,560 

発行済株式総数 （千株） 14,300 14,300 14,300 14,300 14,300 

純資産額 （百万円） 10,804 10,756 10,964 10,857 10,861 

総資産額 （百万円） 14,396 14,157 14,199 14,976 14,330 

１株当たり純資産額 （円） 755.55 752.21 766.75 755.78 756.07 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） 18.51 2.69 18.39 25.73 14.43 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） － － － － － 

１株当たり中間（年間）

配当額 
（円） 7.00 7.00 7.00 14.00 14.0 

自己資本比率 （％） 75.0 76.0 77.2 72.5 75.8 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） △221 293 485 618 1,091 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） △761 △228 △141 △983 △789 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） △99 △100 △100 △199 △199 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（百万円） 1,705 2,188 2,570 2,223 2,325 

従業員数 （人） 1,102 1,065 1,028 1,082 1,021 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社に異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の従業員の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

(2）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 1,028 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間会計期間の日本経済は、企業収益の改善に伴う設備投資が緩やかに増加しており、景気は徐々に回復傾向

にあります。しかしながら、原油の高騰、鉄鉱石等の原材料価格の上昇による製品価格への転嫁が懸念されるな

ど、不安材料も多い状況です。 

情報サービス産業は、顧客の情報化戦略投資の意欲は底固いものの、アジア諸国の台頭とオフショア開発の進展

によるさらなる価格低下圧力や、提案内容の差別化要求が、一段と強まっています。そのため、市場ニーズにマッ

チした魅力ある独自製品を持つことがＩＴ業界で生き残るための必須条件であると考えております。 

こうした状況のもと、積極的な受注活動を推進するとともに、市場ニーズに基づいたパッケージや新ソリューシ

ョンを開発し、新たな事業分野の開拓に努めてまいりました。 

ソフトソリューション事業では、金融・保険業界向け「代理店用保険料精算システム」を受注・納品いたしまし

た。公共分野では、「農業統計システム」、「自治体合併に伴うシステム統合」、「配送物管理システム」他多数

を受注・納品いたしました。産業・流通分野では、「不動産業向け顧客管理システム」、「メディア業向け経理シ

ステム」を受注・納品し、顧客の拡大ならびに受注の拡大に注力してまいりました。 

また、我国の得意技術として注目されている組込みソフト分野では、益々進化する第3世代携帯電話において動

画・静止画を含むマルチメディア対応アプリケーションソフト開発の受注を拡大してまいりました。 

当事業の売上高は、５０億３千万円（前年同期比４億４千６百万円(9.7％)増）となりました。 

システムソリューション事業では、CRM分野において、新聞販売店向けシステム「NewsSystem」のセキュリティ強

化版を開発し、販売を開始しました。また、調剤薬局向け「薬歴管理システム」のweb機能強化版を受注・納品

し、新規顧客の拡大をいたしました。EC/EDIソリューション分野では、EDIパッケージ「Windyシリーズ」の改定版

を電子機器部品サプライヤ業界へ多数納品いたしました。モバイルソリューション分野では、携帯電話、PDA、PC

からインターネットを経由して安全・確実にオフイスのPCにリモートアクセスできる「DoMobileCSE」が、その先

進性および安全な構造を高く評価され、ASPサーバシステムとして採用されました。また、PDAと他装置間で安全に

通信できるIPsecVPNクライアントソフトウェア「DOVPN」を開発・販売し、セキュリティ関連製品の品揃えと情報

漏洩防止に対するソリューションサービスの強化を実現しました。ストレージ関連サービスについては、厖大なメ

ールデータを迅速にバックアップ＆リカバリする「メールｏｎストレージ」、メールデータを効率よく世代管理す

る「データライフサイクルマネジメント(DLCM)アーカイブソリューション」の品揃えを強化し、受注・納品いたし

ました。レガシーマイグレーション分野では、産業向け大型案件等を受注いたしました。 

当事業の売上高は、１２億１千２百万円（前年同期比７千７百万円(6.8％)増）となりました。 

情報機器・サービス事業では、利益幅の薄い機器販売を圧縮させ、前記ソフトソリューションおよびシステムソ

リューション両事業への資源の集中を推進しております。 

当事業の売上高は、３億６千８百万円（前年同期比５億２千２百万円(58.6％)減）となりました。 

経営体質強化の面においては、提案から構築・運用に至るまでの更なるシステムソリューション力強化を目指し

て、システムエンジニアの育成・増強に努めてまいりました。今後とも総合力強化の実現に向けて、研究開発投

資・人材育成・先端技術取込みに積極的に取組んでまいります。 

以上の結果、当中間会計期間においては、 

受注高は   ６８億１千７百万円（前年同期比１０２％） 

売上高は   ６６億１千１百万円（前年同期比１００％） 

経常利益は   ４億４千５百万円（前年同期比１４８％） 

中間純利益は  ２億６千２百万円（前年同期比６８２％） 

を計上いたしました。 



(2)キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、売上債権の減少等により、前事業年度末に比

べ２億４千４百万円増加し、当中間会計期間末は２５億７千万円（前年同期比17.4％増）となりました。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動により増加した資金は４億８千５百万円（前年同期比65.5％増）となりました。これは主に、売上債

権の減少額５億７千万円、税引前中間純利益４億４千５百万円、減価償却費１億５千１百万円等による増加と、

法人税等の支払額３億４千７百万円、たな卸資産の増加額２億２千５百万円、仕入債務の減少額８千２百万円等

による減少によるものであります。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動により減少した資金は１億４千１百万円（前年同期比８千７百万円の増加）となりました。これは主

に、無形固定資産の取得による支出５千５百万円、有形固定資産の取得による支出４千２百万円、差入敷金保証

金の支払による支出１千５百万円等による減少によるものであります。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動により減少した資金は１億円（前年同期比０百万円の増加）となりました。これは、配当金の支出に

よるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

 当中間会計期間における事業区分ごとの生産実績は次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

(2)受注状況 

 当中間会計期間における事業区分ごとの受注状況は次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3)販売実績 

 当中間会計期間における事業区分ごとの販売実績は次のとおりであります。 

 （注）１ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりです。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 金額（百万円） 構成比（％） 
対前年同期比 
（％） 

サービスソリューション 

ソフトソリューション 5,177 75.2 118.0 

システムソリューション 1,289 18.7 105.3 

小計 6,467 93.9 115.2 

情報機器・サービス 416 6.1 46.6 

合計 6,884 100.0 105.8 

区分 
受注高 
（百万円） 

構成比（％） 
対前年同期比 
（％） 

受注残高 
（百万円） 

サービスソリューション 

ソフトソリューション 5,214 76.5 113.8 459 

システムソリューション 1,187 17.4 94.6 529 

小計 6,402 93.9 109.7 989 

情報機器・サービス 415 6.1 47.5 104 

合計 6,817 100.0 101.6 1,093 

区分 金額（百万円） 構成比（％） 
対前年同期比 
（％） 

サービスソリューション 

ソフトソリューション 5,030 76.1 109.7 

システムソリューション 1,212 18.3 106.8 

小計 6,243 94.4 109.2 

情報機器・サービス 368 5.6 41.4 

合計 6,611 100.0 100.0 

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

日立ソフトウェアエンジニアリ

ング㈱ 
4,719 71.4 4,016 60.7 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

当社は、「通信ネットワーク技術」、「データベース技術」、「図形処理技術」等の先端技術の実用化推進、

「部品化技術」、「部品組合せ技術」等の技術革新に対応した製品開発推進、「国内外の標準化」、「業務ノウ

ハウ」等のマーケットスタンダードの取込みを基本目標として、積極的な研究開発活動を行っております。 

当中間会計期間の研究開発費は、７千９百万円であります。 

当社ではEC注1/EDI注2ソリューション・Web/CRM注3ソリューション・モバイルソリューション・セキュリティ分

野・レガシーマイグレーション分野・ストレージソリューション分野で新技術を取り込み、顧客業務をトータルで

サポートするソリューションサービスの研究開発を行っております。 

当中間会計期間の主な成果としては、モバイルソリューション分野では、企業向けサーバシステムDoMobile CSE
注4が、その先進性および安全な構造を高く評価され、ASP注5サーバシステムとして採用されました。セキュリティ

分野では、秘密分散法を活用したセキュリティビジネスを開始いたしました。レガシーマイグレーション分野で

は、長年、親会社である㈱日立製作所の基幹ミドルウェア開発に参画して培った技術と変換効率の高い移行ツール

群のメニューを拡大し、汎用機のCOBOL資産、DB資産をPCシステムへ移行するツールの充実を図りました。 

  

（注）1.EC ：Electronic Commerce 

電子商取引 

2.EDI：Electronic Data Interchange 

電子データ交換（電子取引） 

3.CRM：Customer Relationship Management 

情報システムを応用し企業が顧客と長期的な関係を築く手法 

4.CSE：Corporate Server Editionent 

企業向けサーバ版 

5.ASP：Application Service Provider 

アプリケーションソフトウェアをインターネットを利用して貸し出す事業または事業者 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備の新設 

当中間会計期間において、前事業年度末迄に計画した重要な設備の新設について、重要な変更はありません。 

(2)重要な設備の除却等 

当中間会計期間において、重要な設備の除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数

（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月27日） 

上場証券取引 
所名又は登録 
証券業協会名 

内容 

普通株式 14,300,000 14,300,000 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 14,300,000 14,300,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日 

～ 

平成17年９月30日 

－ 14,300,000 － 3,560 － 4,554 



(4）【大株主の状況】 

 （注） 上記大株主のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 301千株、日本マスタートラスト信託銀行㈱ 92千株、 

資産管理サービス信託銀行㈱ 42千株 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、3,900株含まれており

ます。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数39個は、含めておりま

せん。 

    ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式85株が含まれております。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日立ソフトウェアエンジニア

リング㈱ 
神奈川県横浜市鶴見区末広町1-1-43 7,700 53.85 

日立ビジネス社員持株会 神奈川県横浜市中区桜木町1-1-8 327 2.29 

日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱ 
東京都中央区晴海1-8-11 327 2.29 

関口 邦夫 埼玉県川口市上青木西2-10-8 318 2.23 

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町2-7-9 312 2.18 

日本マスタートラスト信託銀

行㈱ 
東京都港区浜松町2-11-3 171 1.2 

資産管理サービス信託銀行㈱ 
東京都中央区晴海1-8-12晴海アイランド 

トリトンスクエア オフィスタワーＺ棟 
94 0.66 

日本証券金融㈱ 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 60 0.42 

みずほ信託銀行㈱ 東京都中央区八重洲1-2-1 57 0.4 

寺井 順一 石川県加賀市動橋町 ロ 45 50 0.35 

計 － 9,419 65.87 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,299,800 142,959 － 

単元未満株式 普通株式        200 － 
一単元（100株）未

満の株式 

発行済株式総数 14,300,000 － － 

総株主の議決権 － 142,959 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株式
数（株） 

他人名義所有株式
数（株） 

所有株式数の合計
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 778 772 760 800 780 790 

最低（円） 712 720 720 740 738 756 



第５【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人

による中間監査を受けております。 

３ 中間連結財務諸表について 

 当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   384   514 421   

２ 受取手形   0   1 2   

３ 売掛金   3,556   3,439 4,010   

４ 有価証券   600   1,003 805   

５ たな卸資産   325   341 116   

６ 親会社預け金   1,304   2,055 1,904   

７ 繰延税金資産   379   426 446   

８ その他   148   42 26   

９ 貸倒引当金   △4   △3 △5   

流動資産合計     6,694 47.3 7,822 55.1   7,727 53.9

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1) 建物   68   86 79   

(2) 工具器具備品   74   114 71   

(3) 建設仮勘定   －   1 45   

有形固定資産合計     142 1.0 202 1.4   196 1.4

２ 無形固定資産           

(1) 営業権   391   311 351   

(2) ソフトウェア   480   294 333   

(3) 施設利用権   3   1 1   

無形固定資産合計     874 6.2 607 4.3   686 4.8

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   4,836   3,622 3,845   

(2) 関係会社株式   20   30 30   

(3) 長期前払費用   334   280 279   

(4) 繰延税金資産   248   390 365   

(5) 長期定期預金   700   900 900   

(6) その他   305   343 299   

投資その他の資産
合計 

    6,445 45.5 5,567 39.2   5,719 39.9

固定資産合計     7,462 52.7 6,377 44.9   6,602 46.1

資産合計     14,157 100.0 14,199 100.0   14,330 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金   396   480 562   

２ 未払金   554   15 25   

３ 未払費用   1,036   1,083 1,090   

４ 未払法人税等   152   215 383   

５ 未払事業所税   8   8 16   

６ 未払消費税等 ※３ 112   134 186   

７ 前受金   50   46 31   

８ プログラム補修引
当金 

  20   35 22   

９ その他   27   27 26   

流動負債合計     2,361 16.7 2,047 14.4   2,347 16.4

Ⅱ 固定負債           

１ 退職給付引当金   949   1,100 1,019   

２ 役員退職慰労引当
金 

  89   87 102   

固定負債合計     1,039 7.3 1,187 8.4   1,121 7.8

負債合計     3,400 24.0 3,235 22.8   3,468 24.2

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     3,560 25.1 3,560 25.1   3,560 24.8

Ⅱ 資本剰余金           

  資本準備金   4,554   4,554 4,554   

資本剰余金合計     4,554 32.2 4,554 32.1   4,554 31.8

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   110   110 110   

２ 任意積立金   1,696   1,774 1,696   

３ 中間（当期）未処
分利益 

  820   972 937   

利益剰余金合計     2,626 18.6 2,857 20.1   2,744 19.2

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    16 0.1 △6 △0.1   3 0.0

Ⅴ 自己株式     △0 △0.0 △0 △0.0   △0 △0.0

資本合計     10,756 76.0 10,964 77.2   10,861 75.8

負債・資本合計     14,157 100.0 14,199 100.0   14,330 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     6,610 100.0 6,611 100.0   13,719 100.0 

Ⅱ 売上原価     5,616 85.0 5,436 82.2   11,561 84.3

売上総利益     994 15.0 1,175 17.8   2,157 15.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    723 10.9 753 11.4   1,498 10.9

営業利益     270 4.1 421 6.4   659 4.8

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息     18 25   43 

２ 投資有価証券売却
益 

    12 －   25 

３ 雑収益     2 1   5 

営業外収益合計     32 0.5 27 0.4   74 0.6

Ⅴ 営業外費用           

１ 固定資産除却損     2 1   4 

２ 投資有価証券売却
損 

    － 1   － 

３ 雑損失     0 0   2 

営業外費用合計     2 0.0 3 0.1   7 0.1

経常利益     301 4.6 445 6.7   725 5.3

Ⅵ 特別損失           

１ 本社移転費用     236 －   236 

２ ソフトウェア一時
償却 

    － －   64 

３ ゴルフ会員権売却
損 

    － －   2 

特別損失合計     236 3.6 － －   303 2.2

税引前中間（当
期）純利益 

    65 1.0 445 6.7   422 3.1

法人税、住民税及
び事業税 

  127   181 443   

法人税等還付額   170   － 170   

法人税等調整額   69 26 0.4 1 182 2.7 △105 166 1.2

中間（当期）純利
益 

    38 0.6 262 4.0   256 1.9

前期繰越利益     781 709   781 

中間配当額     － －   100 

中間（当期）未処
分利益 

    820 972   937 

            



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 税引前中間（当期）
純利益 

  65 445 422

２ 減価償却費   126 151 364

３ 貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

  △1 △1 △1

４ プログラム補修引当
金の増減額（減少：
△） 

  0 13 2

５ 退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

  90 81 160

６ 役員退職慰労引当金
の増減額（減少：
△） 

  △15 △14 △3

７ 受取利息及び受取配
当金 

  △19 △25 △44

８ 投資有価証券売却益   △12 － △25

９ その他の雑収益   △1 △1 △4

10 固定資産除却損   2 1 4

11 投資有価証券売却損   － 1 －

12 施設利用権評価損   － － 2

13 その他の雑損失   0 0 0

14 本社移転費用   236 － 236

15 ゴルフ会員権売却損   － － 2

16 売上債権の増減額
（増加：△） 

  1,229 570 773

17 たな卸資産の増減額
（増加：△） 

  100 △225 309

18 前払年金費用の増減
額（増加：△） 

  46 1 102

19 その他の流動資産の
増減額（増加：△） 

  △66 △13 △9

20 仕入債務の増減額
（減少：△） 

  △1,128 △82 △962

21 未払費用の増減額
（減少：△） 

  △23 △6 29

22 その他の流動負債の
増減額（減少：△） 

  △79 △99 △19

小計   550 794 1,342

 



    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

23 利息及び配当金の受
取額 

  32 39 67

24 本社移転費用   △131 － △131

25 法人税等の支払額   △270 △347 △361

26 法人税等の還付額   110 0 170

27 その他   1 △0 3

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  293 485 1,091

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入によ
る支出 

  △400 △400 △600

２ 定期預金の払戻によ
る収入 

  200 400 200

３ 有価証券の取得によ
る支出 

  △300 － △401

４ 有価証券の売却・償
還による収入 

  600 200 600

５ 有形固定資産の取得
による支出 

  △66 △42 △137

６ 有形固定資産の売却
による収入 

  0 － 0

７ 無形固定資産の取得
による支出 

  △19 △55 △576

８ 無形固定資産の解約
による収入 

  － 12 －

９ 投資有価証券の取得
による支出 

  △1,586 △1,210 △2,826

10 投資有価証券の売
却・償還による収入 

  1,515 1,002 3,119

11 長期前払費用の取得
による支出 

  － △3 －

12 差入敷金保証金の支
払による支出 

  △155 △15 △155

13 差入敷金保証金の戻
入による収入 

  － 0 0

14 保険積立金の積立に
よる支出 

  △14 △29 △14

15 その他の投資等の取
得による支出 

  － － △5

16 その他の投資等の戻
入による収入 

  － 0 7

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △228 △141 △789

 



    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

  配当金の支払額   △100 △100 △199

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △100 △100 △199

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

  △35 244 101

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  2,223 2,325 2,223

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  2,188 2,570 2,325

     



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

関連会社株式 

移動平均法による原価法 

関連会社株式 

同左 

関連会社株式 

同左 

       

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく

時価法 

（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

       

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

       

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

移動平均法による低価法 

(1）商品 

同左 

(1）商品 

同左 

 (2）仕掛品 

個別法による原価法 

(2）仕掛品 

同左 

(2）仕掛品 

同左 

       

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

（但し、平成１０年４月１日

以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については、

定額法を採用しておりま

す。） 

(1）有形固定資産 

同左 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

同左 

  なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

 建物 ３～23年

工具器具備品 ３～20年

建物 ３～23年

工具器具備品 ３～20年

建物 ３～23年

工具器具備品 ３～20年

 (2）無形固定資産 

定額法 

 ただし、市場販売目的のソ

フトウェアについては、販売

可能な見込有効期間（３年以

内）に基づく定額法、自社利

用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期

間（５年以内）に基づく定額

法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

同左 

       

４ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 営業債権等の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収の可

能性を検討し回収不能見込額

を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）プログラム補修引当金 

 プログラムの無償補修費用

の支出に備えるため、将来発

生見込額を計上しておりま

す。 

(2）プログラム補修引当金 

同左 

(2）プログラム補修引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。 

  会計基準変更時差異につい

ては10年間による按分額を費

用処理しております。 

同左 同左 

  数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしており

ます。 

同左 同左 

 ───── （追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、平成17年３月１

日付で厚生労働大臣より、厚生

年金基金代行部分の過去分返上

の認可を受け、平成17年９月20

日に国に返還額（最低責任準備

金）の納付を行っております。 

（追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い平成17年３月１日

付で厚生労働大臣より、厚生年

金基金制度及び適格退職年金制

度からの移行の認可を受け、新

たにキャッシュバランスプラン

を導入した企業年金基金制度を

新設しております。これに伴い

平成17年３月１日付で厚生労働

大臣より、厚生年金基金代行部

分の過去分返上の認可も受けて

おります。なお、厚生年金基金

代行部分の将来分支給義務停止

の認可は、平成15年１月30日付

で厚生労働大臣より受けており

当該認可の日において代行部分

に係る退職給付債務と返還相当

額の年金資産を消滅したものと

みなして処理しております。 

 ───── （会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「「退

職給付に係る会計基準」の一部

改正」（企業会計基準第３号平

成17年３月16日）及び「「退職

給付に係る会計基準」の一部改

正に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第７号平成17年

３月16日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影

響はありません。 

───── 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づいて

計算された額を計上しており

ます。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６ 中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、要求払預金及び、取

得日から３ヶ月以内に満期の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期投資を計上しております。 

同左 同左 

       

７ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

固定資産の減損に係る 

会計基準 

─────  当中間会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。これによ

る損益に与える影響はありま

せん。 

───── 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

中間貸借対照表関係  前中間会計期間において「投資その他の資産」の

「その他」に含めていた「長期定期預金」は、金額に

重要性がでてきたため、当中間会計期間より区分掲記

することといたしました。なお、前中間会計期間末の

「投資その他の資産」の「その他」に含まれている

「長期定期預金」は、200百万円であります。 

───── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価

償却累計額 
211百万円 227百万円 216百万円

 ２ 偶発債務       

保証債務 40百万円 38百万円 39百万円

被保証人（従業員） ４人 4人 4人

上記は、従業員の

金融機関からの住

宅取得資金借入に

対する債務の保証

であります。 

      

※３ 消費税等の表示  売上等に係る消費税等と

仕入等に係る消費税等は、

相殺のうえ、流動負債に未

払消費税等として表示して

おります。 

同左 ───── 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

減価償却実施額       

有形固定資産 17百万円 28百万円 38百万円

無形固定資産 108 121 261 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に記載されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に記載されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に記載されている科目の

金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金 384百万円

有価証券（コマーシ

ャル・ペーパー） 
499 

親会社預け金 1,304 

現金及び現金同等物 2,188 

現金及び預金 514百万円

親会社預け金 2,055 

現金及び現金同等物 2,570 

現金及び預金 421百万円

親会社預け金  1,904 

現金及び現金同等物  2,325 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

取得価額相当額  

車両運搬具 4百万円

工具器具備品 7 

合計 11 

取得価額相当額  

車両運搬具 4百万円

工具器具備品 7 

合計 11 

取得価額相当額  

車両運搬具 4百万円

工具器具備品 7 

合計 11 

  減価償却累計額相当額  

車両運搬具 2百万円

工具器具備品 0 

合計 3 

減価償却累計額相当額  

車両運搬具 0百万円

工具器具備品 2 

合計 2 

減価償却累計額相当額  

車両運搬具 3百万円

工具器具備品 1 

合計 5 

  中間期末残高相当額  

車両運搬具 1百万円

工具器具備品 6 

合計 7 

中間期末残高相当額  

車両運搬具 3百万円

工具器具備品 5 

合計 9 

期末残高相当額  

車両運搬具 0百万円

工具器具備品 5 

合計 6 

  (2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

  １年以内 2百万円

１年超 5 

合計 7 

１年以内 2百万円

１年超 6 

合計 9 

１年以内 2百万円

１年超 4 

合計 6 

  (3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1 

支払利息相当額 0 

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1 

支払利息相当額 0 

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2 

支払利息相当額 0 

  

  

  

(4）減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

……リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

同左 

  

(4）減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

同左 

  

  

  

・利息相当額の算定方法 

……リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利

息法によっております。 

同左 

  

同左 

  



（有価証券関係） 

（前中間会計期間末）（平成16年９月30日現在） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  該当する有価証券はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

（当中間会計期間末）（平成17年９月30日現在） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  該当する有価証券はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

    取得原価 中間貸借対照表計上額 差額 

(1）株式   －百万円   －百万円   －百万円 

(2）債券             

国債・地方債等   －   －   － 

社債   3,926   3,950   23 

その他   943   947   3 

(3）その他   499   499   △0 

合計   5,370   5,397   27 

その他有価証券   

非上場株式 40百万円

    取得原価 中間貸借対照表計上額 差額 

(1）株式   －百万円   －百万円   －百万円 

(2）債券             

国債・地方債等   －   －   － 

社債   3,448   3,439   △9 

その他   1,147   1,146   △1 

(3）その他   －   －   － 

合計   4,596   4,585   △11 

その他有価証券   

非上場株式 40百万円



（前事業年度末）（平成17年３月31日現在） 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  該当する有価証券はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

関連会社株式 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても時価のある関連会社株式は、ありませ

ん。 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間会計期間及び当中間会計期間並びに前事業年度については、デリバティブ取引を全く利用しておりません

ので、該当する事項はありません。 

（持分法損益等） 

 当社の関連会社は重要性に乏しいため、前中間会計期間及び当中間会計期間並びに前事業年度について、記載を

省略しております。 

    取得原価 貸借対照表計上額 差額 

(1）株式   －百万円   －百万円   －百万円 

(2）債券             

国債・地方債等   －   －   － 

社債   3,462   3,464   1 

その他   1,143   1,147   4 

(3）その他   －   －   － 

合計   4,605   4,611   6 

その他有価証券   

非上場株式 40百万円



（１株当たり情報） 

 （注）１ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、新株予約権、新株予約権付社債及び旧転換社債

等を発行していないため、記載を省略しております。 

２ １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 752円21銭 766円75銭 756円07銭 

１株当たり中間（当期）純利益 2円69銭 18円39銭 14円43銭 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間（当期）純利益 38百万円 262百万円 256百万円 

普通株主に帰属しない金額 －百万円 －百万円 50百万円 

（うち利益処分による取締役賞与金） （－百万円） （－百万円） （50百万円） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 38百万円 262百万円 206百万円 

普通株式の期中平均株式数 14,299千株 14,299千株 14,299千株 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 平成17年10月26日開催の取締役会において、第31期（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の中間

配当を行なうことを決議いたしました。 

(1) 中間配当金の総額          100,099,405円 

(2) １株当たりの中間配当額          7円00銭 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

    有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第30期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月22日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月20日

日立ビジネスソリューション株式会社   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 土井 英雄  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 若林 正和  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日立ビ

ジネスソリューション株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第30期事業年度の中間会計期間（平成16

年４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日立ビジネスソリューション株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月27日

日立ビジネスソリューション株式会社   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 土井 英雄  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 青栁 好一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日立ビ

ジネスソリューション株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第31期事業年度の中間会計期間（平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日立ビジネスソリューション株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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